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京大東アジアセンターニュースレター   第 460号   





○ ミャンマー短信 ： ２０１３年 ２月下旬 































■京都会場  2013 年 3 月 23 日(土) 13 時 30 分 
     京都大学法経第五教室 
 
      なお、東京会場  2013 年 7 月 20 日(土) 13 時 30 分 
            京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27 階）にて開催予定 
 
 
総合司会  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹 
13:30-13:40 
挨拶 京都大学大学院経済学研究科 東アジア経済研究センター長  教授 塩地 洋  










特別講演 ：東京大学 社会科学研究所  教授 丸川知雄  
            「中国太陽光産業の急成長と危機」  
講演 
15：05-15:20    京セラ株式会社   ソーラーエネルギー事業本部  主管技師  本多潤一 
               「スマート社会が変える太陽光発電の普及」 
 
15：20－15：35       日新電機株式会社  新エネルギー・環境事業本部  エンジニアリング部長 井筒達也 
                「太陽光発電所におけるＰＣＳ・連系設備への要求と対応」   
 
15：35-15:50    オムロン株式会社  環境事業推進部  清水孝信   









      
17:00-18:30 
懇親会          会場：みずほホール（法経東館地下１階） 
司  会  京都大学経済学研究科 特任教授/東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野 輝    
開会挨拶  京都大学大学院経済学研究科  教授 諸富 徹  
閉会挨拶  現在未定 
 
       ●参加希望者は諸富（morotomi@econ.kyoto-u.ac.jp）までご連絡ください。 
 なお懇親会は参加者 2000円を頂きます（但しセンター協力会会員は無料です）。 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
１．最近の外資の進出状況など 






































































































                                                                   以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 
１．「日本人にマネできないアジア企業の成功モデル」   ２．「激動するアジアを往く」 
３．「日本の再生はアジアから始まる」   ４．「ワーカーズ」   ５．「絶対貧困」 
 
１．「日本人にマネできないアジア企業の成功モデル」 増田辰弘・馬場隆共著 日刊工業新聞社 ２０１３年２月２５
日刊 


































２．「激動するアジアを往く」 大森經徳他編著  桜美林大学北東アジア総合研究所  ２０１３年３月１５日刊 


































３．「日本の再生はアジアから始まる」  朽木昭文著  農林統計協会  ２０１２年１２月７日刊 






























４．「ワーカーズ」  久遠智彦著  現代書館  ２０１２年５月１５日刊 
副題 ： 「“労働”をめぐるアジアの旅」 






















５．「絶対貧困」  石井光太著  光文社  ２００９年３月３０日刊 
帯の言葉 ： 「本邦発の“リアル貧困学”講義  スラム、物乞い、ストリートチルドレン、売春婦の生と性… 
















































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0  291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
